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序　　　　　文

ヴィエトナム社会主義共和国では、主要開発目標であるインフラ整備の改善・更新の一環とし

て電力基盤の整備に取り組んでいます。同国政府は、エネルギーの安定供給を図るべく、発電能

力の強化、電力設備の整備を、日本政府を含め他国、国際機関の協力を得て進めています。

同国の電力供給、電源開発を所管しているヴィエトナム電力公社（EVN：Elec t r i c i t y  o f

Vietnam）では、電力技術者の養成を行っていますが、急増する新型設備の運転及び、既存設備の

維持管理の指導体制としては、指導方法及び訓練設備ともに十分ではありません。

このような状況から、同国政府は、電力技術者養成のための訓練技術の向上を目的とするプロ

ジェクト方式技術協力を我が国政府に要請しました。

同要請について、我が国は、1999 年 4 月に派遣した基礎調査の中で、ヴィエトナムの要請内容

の確認及びプロジェクト方式技術協力の可能性等について基本的な調査を実施しました。その結

果、EVN において、訓練学校の組織拡充を目的とした人材育成計画を、1999 年 6 月を目途に策定

中であることが判明しました。EVN の人材育成計画が 9 月末に提出されたのを受け、要請内容を

再確認し、実施体制、プロジェクトサイト地、協力分野等についてヴィエトナム側関係者と協議

することを目的として、1999 年 11 月 17 日から 11 月 27 日まで事前調査団を派遣しました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに本調査団の派遣に関し、ご協力をいただいた日本・ヴィエトナム両国の関係各位に対し、

深甚の謝意を表すとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

19 9 9 年 12 月

国 際 協力事業団　　

理事　大 津　幸男　　
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1.  事前調査団の派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

ヴィエトナムにおいては経済成長のためのインフラ整備事業は重要であるが、特に電力基盤の

整備は急務の一環であり、そのため同国の電力供給、電源開発を所管しているヴィエトナム電力

公社（Electricity of Vietnam ；EVN）は、電力の安定供給を図るべく送電設備の増強、発電所の

建設等を日本政府を含め他国、国際機関の協力を得て進めている。

また、同国では増加する電力設備に対応するため、電力技術者の養成を行っており、急増する

新型設備の運転及び、既存設備の維持管理に対応できる技術者を養成することが求められている。

しかしながら指導体制としては、指導方法及び訓練設備の充実が必要とされている。

このような状況から、ヴィエトナムは電力技術者養成のための訓練技術の移転を目的とするプ

ロジェクト方式技術協力を要請した。

同要請について、我が国は、1999 年 4 月に派遣した基礎調査の中で、ヴィエトナム国の要請内

容の確認及びプロジェクト方式技術協力の可能性等について基本的な調査を実施した。その結果、

電力公社（EVN）の訓練学校の組織拡充を目的とした人材育成計画が 1999 年 6 月を目途に策定中

であることが判明した。

EVN の人材育成計画が 9 月末に提出されたのを受け、要請内容を再確認し、実施体制、協力分

野等について協議することを目的として、今般、事前調査団を派遣した。

1 － 2　調査団の構成

�

氏　　名 担 当分野 所　　　　　属

四　釜　嘉　総 団長・総括 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第二課　課長�
�
土　屋　　　仁 技術移転計画 通商産業省資源エネルギー庁　公益事業部 電力技術課 開発振興室　課長補佐�
�
佐　藤　　　聡 電力技術 社団法人　海外電力調査会　電力国際協力センター　協力部　次長�
�
今　村　栄　夫 研修計画 社団法人　海外電力調査会　電力国際協力センター　業務部　主任�
�
高　木　邦　夫 協力企画 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第二課　職員�
�
赤　松　志　保 要請背景分析 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第二課　職員�
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1 － 4　主要面談者

〈ヴィエトナム側〉

（1）Ministry of Planning and Investment

Mr. Nguyen Quang Dung Director, Industrial Department

Mr. Pham Kim Son Senior Expert,  Industrial Department

Mr. Nguyen Xuan Tien Senior Expert, Foreign Economic Relations Department

（2）Ministry of Industry

Dr. Tran Minh Huan General Director

International Cooperation Department

Mr. Le Hoi Personal and Training Expert

（3）Electricity of Vietnam

Mr. Dang Hung Vice President

Mr. Tran Quoc Anh Vice President

Mr. Nguyen Huu Duyen Deputy Director,

International Cooperation Department

Mr. Le Quang Khue Director,

Personnel and Training Department

Mr. Dinh Van Toan Senior Expert,

Personnel and Training Department

Mr. Trinh Duy Minh Expert

Personnel and Training Department

Mr. Cao Dat Khoa Expert

Mr. Masayuki ITO JICA Expert, Institute of Energy

（4）In Service Training School

Mr. Nguyen Quang Vinh Director

Mr. Dang Tran Phong Manager, Planning Division

Mr. Do Huu Hai Expert

Mr. To Quy Vinh
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（5）Secondary Electrical Vocational School No.1

Mr. Nguyen Van Hieu Vice Director

Mr. Dang Van Duong

〈日本側〉

（1）JICA ヴィエトナム事務所

Mr. Takanori JIBIKI Resident Representative

Mr. Takashi HATAKEYAMA Deputy Resident Representative

Mr. Yuichi SUGANO Assistant Resident Representative

Mr. Kozo WATANABE Assistant Resident Representative

（2）日本国大使館

Mr. Takeshi YASURAOKA Second Secretary

〈国際機関〉

（1）世界銀行（International Bank for Reconstruction Development； World Bank）

Dr. Anil K. Malhotra Reginal Energy Advisor

Mr. Van Tien Hung Operations Officer

（2）アジア開発銀行（Asian Development Bank）

Mr. Thein Swe Deputy Head

Viet Nam Resident Mission
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2.  調査結果要約

標記事前調査団は、1999 年 11 月 18 日から現地調査を開始し、ヴィエトナム側関係機関との協

議及びサイト候補地調査を終了し、プロジェクト方式技術協力を実施するうえで、基本的事項に

合意したため、26 日、調査団団長・四釡嘉総とヴィエトナム側電力公社（EVN）　副総裁・Mr. Dang

Hung との間で協議議事録（Minutes of Discussions； M ／ D）を署名交換し、27 日に帰国した。

調査結果及びM ／ D 概要は以下のとおり。

（1）プロジェクトの名称

和文：電力技術者養成プロジェクト

英文：Instructor Training for Electric Power Sector in Viet Nam

（2）プロジェクトの実施機関

所管官庁：工業省

Ministry of Industry

実施機関：ヴィエトナム電力公社

Electricity of Vietnam； EVN

合同調整委員会に計画投資省、工業省の代表を含めることを確認した。

（3）プロジェクトの責任者

総括責任者：EVN の総裁

President of EVN

実施責任者：職員訓練センター所長

Director of In Service Training School

（4）協力期間

協力期間は、5 年間とすることを確認した。

（5）協力場所

In Service Training School

Address：Hoang Quoc Viet Street, Tu Liem, Hanoi, Viet Nam

Tel：84 - 4 - 8362065
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（6）プロジェクトの協力分野

協力分野は以下の優先順位による 5 分野とすることを確認した。

火力発電運転保守

配電設備運転保守

変電設備運転保守

水力発電運転保守

送電設備運転保守

火力発電に関して、コンバインドサイクル発電を含めるようにヴィエトナム側から要請が

あった。

（7）プロジェクトの目標、成果

1）上位目標

ヴィエトナムの電力設備が効率的に運転保守される。

2） プロジェクト目標

In Service Training School が持続的に火力、配電、変電、水力、送電の運転保守技術指

導者を養成できるようになる。

3） 成果

0　プロジェクト実施体制が確立される。

1　資機材が整備・維持管理される。

2　インストラクターを養成できる C ／ P が養成される。

3　カリキュラムが作成される。

4 　訓練教材が用意される。

5 　C ／ P によって研修が実施される。

（8）日本側のとるべき処置

1）長期専門家、短期専門家

1. チーフアドバイザー

2. 業務調整員

3. 火力発電運転保守

4. 配電設備運転保守

5. 変電設備運転保守

6. 水力発電運転保守

7. 送電設備運転保守
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2）研修員受入

年間 2 名程度とすることを確認した。

3） 供与機材

長期派遣される専門家が、世銀から導入される機材（2000 年 6 月～ 8 月に設置予定）を確

認し、その利用度を生かした形でのカリキュラム編成を踏まえ、協力分野の講師育成のため

の訓練機材をヴィエトナム側要請機材の中から選別することとする。

（9）ヴィエトナム側のとるべき処置

1）ローカルコスト

プロジェクト運営に必要な予算の措置を要請した。

2）C ／ P の配置

In Service Training School もしくは統合される Secondary Electrical Vocational School

No.1 から、大学卒で、教育経験を有する教師をC ／ P として配置し、さらにプロジェクト開

始にあわせて、事前に英語研修を行うことも説明があった。またC ／ P 同士で競争意識を高

めるため、専門家 1 人に対し、2 人以上の C ／ P を配置したいとヴィエトナム側から説明

があった。

3） 日本側専門家の執務及び供与機材の設置スペースの確保

In Service Training School を現場調査し、日本側専門家の執務スペース及び供与機材の

設置スペースの確保を確認した。

4） 必要機材の購入と維持管理費の確保をヴィエトナム側に要請した。
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対処方針

3.  調査・協議結果

1. 要請の背景
（1）国家計画等
における対象
セクターの位
置づけ
1）各計画の
概要

2）上位計画
における当
該セクター
の位置づけ

3）プロジェ
クト実施後
の想定され
る状況

協議結果基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

　現行の開発計画は、1996 年 6 月に
第 8 回党大会にて発表された、1996
～2000 年の社会経済開発計画5 か年
計画である。この中で、持続的かつ
効率的な経済成長をめざす諸策のガ
イドラインの中に、開発のボトル
ネックとなっているインフラ整備・
改善を優先課題としている。

　年計画の中に1996 年から2000 年、
さらに 2010 年までの目標設定をし
ている。2010 年までの鉱工業・エネ
ルギー分野の成長率を 14％から 15
％として、2000 年までにGDP の30
％を占め、2010 年までには 40％ と
している。また2010 年までの優先分
野として提示された 5 項目のうち、
電力開発を基礎産業の基盤としてい
る。また第 8 回党大会にて国民生活
向上のために2000 年までに100％の
コミューン、80％の村落、60％の村
を電化する計画を掲げている。

　電力需給の将来計画については、
1994 年に実施された JICA のマス
タープランに、最近の経済情勢を考
慮して修正を加え、2020 年までを目
標に策定中であるが、現時点におい
ては、基準値として2010 年における
最大電力を1 万2,700MW、必要発生
電力を7 万5,800GWh としている。こ
れに対応するための供給力として準
備中の主たるものは以下のとおり。

・左記について、現状を
確認する。

・1999 年末にEVN から
政府に提出される第 5
次 マ ス タ ー プ ラ ン
（2001 年から2010 年）
概要について確認す
る。

・電力センターの国家計
画の位置づけについて
再確認する。

・電力分野への年間投資
額は10 億ドルで、重要
分野である旨、工業省
国際局長から説明が
あった。

・第 5 次マスタープラン
は現在策定中で、概要
は現時点ではまだ明ら
かにできない旨、EVN
より説明があった。
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（2）セクターの
現状と課題
1）現状

・水力
中部
ヤリ720MW
（2000 年運開予定）
北部
ソンラ2,400MW-3,600MW
（2010 年）
ダイティ300MW
南部
ハムトアン - ダミ 475MW
（2001 年）
ダイニン 300MW （2003 年）
ドンナイ500MW

・火力
南部
フーミー増設 3,350MW
（ガスと複合型含む）
オモン600MW
（重油またはガス）
北部
ファライ 2 600MW（石炭）

　要請書によるとEVN の傘下には、
現在13 の発電所があり、他に小規模
の発電施設がいくつかある。

発電実績
　総発電容量は5,140MW で、発電設
備の55.2％は水力発電である。1997
年の発電電力量は前年比18％の伸び
を示した。

需要想定
　過去数年間毎年の成長率は 13-14
％となっている。

開発計画
　需要の増加に対応するために容量
ベースで毎年 600MW の電源増強が
必要である。基礎調査時にエネル
ギー研究所（IE）のヒエン所長より
入手した最近の電力事情は下記のと
おり。

・左記について、現状を
確認するとともに、最
新の統計資料等を入手
する。

協議結果対処方針基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

・2000 年1 月を目処に電
力最新事情を取りまと
め中で、完成次第提出
すると EVN から説明
があった。
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・1998 年　最大需要3,875MW
（1997 年度の最大値 3,582MW に
対し、年率 13.1％の伸び率）

・1998 年　年間発生電力量
2 万1,654GWh

・1998 年　供給力　5,167MW

（人材育成計画概要）
　現在各電力会社に属している 6 つ
の学校をEVN の直轄とし、4 つに統
合することにより各学校を拡大・充
実させる。

　ハノイ近郊では In Service Train-
ing School に SecondaryElectrical
Vocational School No. 1 を統合す
る。2003 年にカレッジ（Electricity
of Vietnam'sCollege）に昇格し、高
度専門技術者の養成、EVN 幹部の再
教育を行う。

　人材育成計画の中に述べられてい
る訓練学校の問題
・EVN 直轄ではなく、各電力会社に
所属しているため、体系的な指導
がでない。

・資金が分散し、効果的な長期計画
が立てられない。

・教師の数が少ない。
・教師用のトレーニングも行われて
いないため最新技術に対応できな
い。

・設備、機材は十分でなく、古い。

・工業省での承認状況に
ついて確認する。

・人材育成計画のタイム
スケジュールを確認す
る。

・どのような知識、技能
のためのインストラク
ターを養成する必要が
あるのか確認する
a 電力会社業務に必要
な特有の知識・技術

b 電気・電力に関する
学術的な専門知識

　（日本の大学レベル）
c 電気・電力に関する
学術的な基礎知識

　（日本の高専レベル）

・本プロジェクトは、あ
くまでも電力分野での
技術協力でカレッジ昇
格へのアカデミックな
支援を目的としないこ
とを確認する。

協議結果対処方針基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

・工業省国際局長より、
正式に EVN に通達し
ていないが、工業省で
は承認された旨、説明
があった。また工業省
として全面的に EVN
の人材育成計画を支援
する旨説明があった。

・工業省での正式な承認
がおり次第、各訓練学
校は EVN の直轄とな
る旨説明があった。直
轄になった段階での、
EVN の組織図は付属
資料のとおり

・電力事業に必要とされ
る実用的技術を教える
ためのインストラク
ターの養成をヴィエト
ナム側も望んでいる旨
説明があった。

・左記を確認した。
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2）課題

2. プロジェクト
内容
（1）プロジェク
ト名称

（2）関係機関
1）援助窓口
機関

2） 主幹省庁

・工業基盤のインフラ整備のために、
電力設備の増強が行われている。
既設発電所の運転保守要員につい
ても、技術者の高齢化による交代
が近い将来必要とされている。こ
れに従い、電力設備を維持管理す
る技術者の確保が急務となってい
る。

・電力訓練学校の人的・設備的な増
強が必要とされている。

要請書によると
　（和）電力技術者養成プロジェクト
　（英）Power Technology Instruc-

tor Training

基礎調査M／D には
（和）電力セクターにおける講師訓練
計画に関する技術協力
（英） Project on Instructor Train-
ing for the Electric Power Sector

計画投資省
（MPI：Minis t ry  of  P lanning  and
Investment）
工業省
（Ministry of Industry）

・ヴィエトナムの教育制
度について確認する。
（専門学校、訓練学校、
カレッジの定義、レベ
ル）

・インストラクターを養
成するのは、どの学校
になるのかを確認す
る。

・左記について、現状を
確認する。

・プロジェクトサイトの
学校の名称を含め、協
力対象を限定したプロ
ジェクト名に変更する
よう要請する。

・左記を確認する。

・左記を確認する。

協議結果対処方針基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

・カレッジがインストラ
クター養成、職員の再
教育、職業訓練等様々
な教育レベルのコース
を併設することが、
ヴィエトナムでは可能
な旨、説明があった。

・インストラクター養成
に 適 し た 学 校 は
InSe r v i c e  T r a i n i n g
Schoo l であることを
ヴィエトナム側に説明
し、ヴィエトナム側も
同意した。

・設備増強されている火
力発電、配電につい
て、特に技術指導が必
要な旨、説明があっ
た。

・プロジェクト名は現状
のまま
（和）電力技術者養成
プロジェクト
（英） Project   on In-
s t r u c t o r  T r a i n i n g
forthe Electric Power
Sec t o r とすることで
合意した。

・左記を確認し、M ／D
に記載した。

・左記を確認し、M ／D
に記載した。
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（3）実施機関

（4）ターゲット
グループ

（5）ターゲット
エリア

（6）上位目標

（7）プロジェク
ト目標

ヴィエトナム電力公社
（EVN：Electricity of Vietnam）

要請書、基礎調査M／D には
In Service Traiing School のインス
トラクターと記載されている。
＊人材育成計画にはインストラク
ター訓練をどこで行うか明記されて
いない。

ヴィエトナム北部
（Power Company 1 管轄地域）

プロジェクトサイトの In Serv ice
Trainign School がヴィエトナム全
土の電力分野インストラクター要請
地点となる場合、ターゲットエリア
はヴィエトナム全土となる。

ヴィエトナムの電力設備が効率的に
運転保守される。

In Service Training School （プロ
ジェクトサイト）が持続的に火力発
電、配電、変電、水力発電送電の運
転・保守技術指導者を養成できるよ
うになる。

・左記を確認する。

・人材育成計画について
協議しターゲットグ
ループを確認する。

・ターゲットエリアを確
認する。

協議結果対処方針基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

・左記を確認し、M ／D
に記載した。

・In Se rv ice  Tra in ing
で研修を受けるインス
トラクター

・ターゲットエリアは
ヴィエトナム全土とす
ることを確認した。

・左記を提案し、合意を
得たのでM ／D に記載
した。

・左記を提案し、合意を
得たのでM ／D に記載
した。
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（8）技術移転項
目

（9）成果

要請書では以下の 4 分野
・配電設備保守管理
・送変電設備保守
・変電設備運転保守
・火力発電所運転保守

　基礎調査M／D ではさらに以下の
分野
・水力発電所運転保守
・エネルギー経済学一般
・電気制御と自動化
・電気計測と試験
・電気機器学
・企業における電気技術

（さらに EVN 経営改善のため）
・市場調査と需要家サービス
・企業会計と財務
・人事管理

・要請のあったすべての
分野で協力できるわけ
ではないことを説明す
る。要請書に明記され
ている 4 分野に加え、
基礎調査時に要請の
あった水力発電を加え
て下記の分野での協力
を検討する。ヴィエト
ナム側の優先順位を確
認し、日本側が協力可
能な分野を現地調査し
て確認する。
・送電保守
・変電運転保守
・配電運転保守
・火力発電所運転保守
・水力発電所運転保守

・上記以外の項目につい
ては、必要性をヴィエ
トナム側に確認し、電
力分野の技術面の実務
レベルの協力を目的と
しているので、長期専
門家の協力項目に含め
ない旨説明する。

・電気制御と自動化
・電気計測と試験
・電気機器学
については上記主要協力
項目で対応可能な旨説明
する。

0 プロジェクト実施体
制が確立される

1 資機材が整備・維持
管理される

2 インストラクターを
養成できるC ／P が
養成される

3 カリキュラムが作成
される

4 訓練教材が用意され
る

5 C ／ P によって研修
が実施される

協議結果対処方針基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

・下記の 5 分野とするこ
と で 合 意 を 得 て 、
M ／ D に記載した。
ヴィエトナム側から優
先順位について説明あ
り 、下 記 の と お り
M ／D に記載した。

1 火力発電運転保守
2 配電設備運転保守
3 変電設備運転保守
4 水力発電運転保守
5 送電設備運転保守

・火力発電に関して、コ
ンバインドサイクル発
電を含めるようにヴィ
エトナム側から要請が
あった。同分野で来年
度に個別専門家の派遣
が決まっている旨、説
明したが、エンジニア
への指導とは別に、イ
ンストラクター養成の
観点から今回のプロ
ジェクトの技術移転項
目に含めてほしいとの
要請があった。短期調
査で詳細について調査
する旨M／D に記載し
た。

・左記を提案し、合意を
得たのでM ／D に記載
した。
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（10）活動

（11）プロジェ
クト実施期間

（12）プロジェ
クトサイト

（13）投入
1）プロジェ
クトに必要
となる機材
ａ）機 材 の
構成

ｂ）維 持 管
理体制

ｃ）機 材 コ
スト

ｄ）運 転 費
用

ｅ）維 持 管
理費用

　ヴィエトナム側より協力期間は 5
年間との説明があった。

要請書によると
Secondary  Vocat iona l  Technica l
Training Center（Secondary Elec-
trical Vocational School No.1）

　基礎調査時には、協力の成果を普
及する観点、及びプロジェクト実施
を円滑に行うために、実施機関があ
るハノイの近郊に位置する訓練学校
を選定するよう説明し、ハノイ市に
設置する旨、M ／D に記載した。ま
た ハ ノ イ 市 中 心 部 に 近 い I n
ServiceTraining School をプロジェ
クトサイトとしたい旨、口頭で説明
した。

・左記を確認する。

・技術協力を円滑に行う
ために、実施機関があ
るハノイ市の中心部に
近い職員訓練センター
でプロジェクトを実施
するよう要請する。

・世銀の機材が設置され
るのも職員訓練セン
ターであることからも
プロジェクトサイトを
職員訓練センターとす
るよう説明する。

・各学校の統合後、開講
される予定のコースに
ついて確認する。

・人材育成計画の中での
InService School の位
置づけ、役割について
確認する。

・プロジェクトに必要と
なる機材についてリス
トを入手する。

協議結果対処方針基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

・カリキュラム作成を進
めながら、今後協議す
る。

・左記を確認し、M ／D
に記載した。

・In Se rv ice  Tra in ing
Schoo l とすることで
合意し、M／D に記載
した。またプロジェク
トサイト近郊地図を入
手し、M／D に添付し
た。ANNEX 3

・オーストラリアのコン
サルタント会社よりカ
リキュラム一覧を入手
しているが、あくまで
もサンプルであり、開
講コースは現時点では
未定との説明があっ
た。

・ヴ ィ エ ト ナ ム 側 も
InSe r v i c e  T r a i n i n g
Schoo l を全国の訓練
学校の中核と位置づけ
ている旨説明があっ
た。

・カリキュラムの骨子が
決まった後に必要機材
について協議する。
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ｆ）既 存 機
材

2）日本側投
入

ａ）専門家
派遣

a 長期専門
家人数・
分野
b 短期専門
家人数・
分野
c コ ス ト
（公算積
算）

ｂ）研修員受
入
a 研修員人
数・分野
b コスト
（公算積算）

基礎調査の報告によると
・In Service Training School 機器
類は全くなく、教室機能だけで運
営されている。2000 年 6 月に世銀
ローンにより研修機材設置予定。

・Secondary Electrical Vocational
School No.1 1966 年開校当時から
の機器で、中国製が多く、古い。コ
ンピュータ類とオシログラフのみ
比較的新しい。電力基礎の教育に
は使えるが、新しい技術修得には
不適当。

要請書には
1 チーフアドバイザー　1 名
2 業務調整員　　　　　1 名
3 変電運転技術　　　　1 名
4 変電保守技術　　　　1 名
5 送電保守技術　　　　1 名
6 配電保守技術　　　　1 名
7 火力発電技術　　　若干名

要請書には
年間 2 名

・世銀ローンで2000 年6
月に設置予定の機材に
ついて調査する。

・既存機材リストを入手
する。

・ヴィエトナム側の優先
順位を確認し協議す
る。
　チーフアドバイザー
　1 名
　業務調整員　1 名
　送電保守技術
　変電運転保守技術
　配電運転保守技術
　火力発電技術
　水力発電技術

・左記を確認する。

協議結果対処方針基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

・世銀から導入される機
材がヴィエトナム側の
予算の関係で 15％-20
％ほど削減される旨説
明があった。リストは
付属資料のとおり。

・ヴィエトナム側の技術
専門家の優先順位は下
記のとおり。
1　チーフアドバイ
ザー 1 名

2　業務調整員　　1 名
3　火力発電運転保守
1 名

4　配電設備運転保守
1 名

5　変電設備運転保守
1 名

6　水力発電運転保守
1 名

7　送電設備運転保守
1 名

・C ／ P 配置準備の都合
上、優先順位にあわ
せ、段階を踏んで、専
門家を派遣してほしい
旨要請があった。

・左記を確認し、M／D
に記載した。ヴィエト
ナム側から、研修員受
入人数の増加の要請が
あった。
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ｃ）供与機材
a 機材内容
b コ ス ト
（公算積
算）

3）ヴィエトナ
ム側投入
ａ）施設・土
地等

ｂ）人員の配
置

要請書によると、
ａ）現業技術のトレーニングに必要
なモデル
b）計測器を要請しているが、詳細お
よび総額は不明。

In Service Training School
26 教室、9 実験室、講堂
ワークショップ、寄宿舎建設中

Secondary  Elec t r ica l  Vocat iona l
School No.1
10 教室、11 実験室、2 修理工場、寄
宿舎

・C ／ P は、各訓練センターの指導
者とする旨、基礎調査M／D に記
載されている。

・技術移転に必要と考え
られる機材について調
査しリストを入手す
る。

・工事等が必要かどうか
について確認する。

・プロジェクトサイト建
屋見取図を入手する。

・C ／P を入手しM／D
に添付する。各C ／ P
の経歴や学歴を確認す
る。

協議結果対処方針基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

・世銀から導入される機
材との重複を避けるた
め、長期派遣される専
門家が、機材内容を確
認し、利用度を生かし
たカリキュラム編成を
踏まえ、ヴィエトナム
側要請機材の中から選
別する。

・プロジェクトサイト建
屋見取図を入手し、M
／D に添付した。AN-
NEX 4

・In  Se rv ice  Tra in ing
Shcoo l もしくは統合
予定の S e c o n d a r y
Electrical Vocational
School No.1 より大学
卒で、7-10 年の教育経
験を有するC ／P を選
出する旨説明があっ
た。

・ふさわしい人材がいな
い場合は EVN もしく
は子会社のエンジニア
から選出する旨説明が
あった。

・C ／ P 同士で競争意識
を高めるため、専門家
1 人に対し、2 人以上の
C ／ P を配置したいと
いう意見が出た。
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ｃ）予算

（14）プロジェ
クトの自立発
展性
1）財務

2）組織

3）技術

3. プロジェクト
実施体制
（1）プロジェク
ト実施機関
1）設立の経
緯

2）活動内容

・人材育成計画によると各学校を統
合し、EVN が直轄することにより
長期的な計画を立て、学校運営へ
の投資額の増加を図る旨、明記さ
れているが、プロジェクトに対す
る予算は不明。

・政府からの新入生用の奨学金等の
多くが中部、南部の学校に使われ
ている。

・EVN 紹介パンフレットによると電
力料金を低料金におさえる必要が
あり、財源は厳しい。

　EVN は、工業省傘下の電力事業を
行うために設立された、国家が 100
％出資している公社である。また、
ヴィエトナム国内の電力需要に対す
る電力供給、電源開発を目的とする
事業を行なっている。

　同国の電力技術者の養成は、6 か
所ある EVN の電力訓練センターで
行われている。

トレーニングコース
1　火力発電 （OJT）：
タービン、発電機及び
ボイラー運転・保守

・EVN が人材育成のた
めに用意できる予算に
ついて確認する。（特
に PC1 直轄学校の統
合について）

・EVN が全額負担する
のか、職員訓練セン
ター、また現在職員訓
練センターを直轄して
い る 電 力 会 社
（PowerCompany  1）
が部分的に負担するこ
ともあるのか確認す
る。

・最新の EVN パンフ
レットがあれば入手す
る。

・各学校のパンフレット
を入手する。

・既存コースのカリキュ
ラム、テキストを入手
する。

協議結果対処方針基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

・予算の明示はなかった
が、技術協力協定に基
づき、ヴィエトナム側
が責任をもって予算確
保をする旨、説明があ
りM／D に記載した。

・1998 年のパンフレッ
トが最新との説明が
あった。

・In Se rv ice  Tra in ing
Schoo l のパンフレッ
トを入手した。

・In Se rv ice  Tra in ing
School で現在開講中
のコースは、財務、コ
ンピュータ等に限られ
ており、外部の講師に
よって授業が行われて
いるため、カリキュラ
ム等は存在しないと説
明があった。
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3）組織体制

4）予算
ａ）予算の流
れ
ｂ）予算・執
行実績

5）人員配置

6）プロジェ
クトの実施
経験

2　送変電：
変電機器運転・保守
設備補修
計測、保護制御

3　電力保安基礎

技術者養成実績
Secondary  Elec t r ica l  Vocat iona l
School No.1
　1975 年以来累積
　中級技術者 1 万1,000 名
　技術者  335 名
　管理者  290 名

Tra i n i ng  S choo l  f o r  E l e c t r i c a l
Technique
　熟練作業員（第 3 級）
　　750 ～ 800 名／年

In Serivice Training Schol
　EVN 職員の再教育
　　20 ～ 300 名／年

　要請書によると予算状況は以下の
とおり。
・各電力訓練センターは独立会計と
なっており、各配電会社からの授
業料で運営されている。

・第二訓練センターの予算は以下の
とおり
　　1997 年　6 億1,500 万VND
　　　（約 615 万円）
　　1998 年　9 億1,400 万VND
　　　（約 914 万円）

なし
基礎調査時にプロジェクト方式技術
協力のスキームについて説明を行っ
た。

・最新の EVN 組織図を
入手する。

・左記を確認するととも
に、プロジェクトサイ
トとなる訓練センター
についての最新のデー
タを入手する。

・プロ技について再度説
明する。

協議結果対処方針基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

・最新の EVN 組織図を
入手し、M／D に添付
した。ANNEX1

・In  Se rv ice  Tra in ing
School の年間予算は
職員の給料として 10
億ドン。各コース開講
費は、ENV もしくは
コース受講者が属する
会社から支払われる旨
説明があった。

・プロ技について説明を
行った。
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（2）プロジェク
ト 実施体制

（3）プロジェク
ト ダ イ レ ク
ター

（4）プロジェク
ト マ ネ ー
ジャー

（5）合同調整委
員会

（6）プロジェク
ト管理
1）PCM
2）モニタリ
ング
3）終了時評
価

4. その他
（1）過去の類似
案件
1）案件概要

2）評価時の
教訓

総括責任者（Pro j e c t  D i r e c t o r）：
EVN 総裁

実施責任者（Project Manager）：Di-
r e c t o r  o f  a  T r a i n i ng  Schoo l  i n
Hanoi City
＊人材育成計画で組織統合が進んだ
場合、実施責任者はどうなるか。

　日本・ヴィエトナム合同調整委員
会が設置され、年1 回開催される旨、
基礎調査M／D に記載した。

　プロジェクト方式技術協力のス
キームについて説明を行うととも
に、PCM 特にPDM 及び評価5 項目
を説明し基礎調査M ／ D に記載し
た。

　ジョルダン電力訓練センタープロ
ジェクト 1986-1991（現在アフター
ケア中）発電、送電、変電、配電の分
野でテクニシャン養成コース、上級
コースを開設。　カリキュラム、教
材を作成し、教員となるべき人材を
養成。

　ジョルダン電力訓練センタープロ
ジェクト
・コース開設にあわせて半年程前に
専門家を派遣。

・経済事情の悪化から学生数減少の
問題はあったが、ジョルダン政府
はプロジェクトに対し、積極的で
アラブ地域の電力技術者養成のた
めの中心拠点とするべく努力して
いる。

・プロジェクト実施体制
組織図を入手しM／D
に添付する。

・左記を確認する。

・２校の統合が進む間、
また統合後の実施責任
者について確認する。

・左記を確認する。

・再度説明する。

協議結果対処方針基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

・プロジェクト実施体制
組織図を入手しM／D
に添付した。ANNEX2

・左記を確認し、M ／D
に記載した。

・In Se rv ice  Tra in ing
Schoo l の所長を実施
責任者とする旨説明が
あり、M／D に記載し
た。

・左記を確認し、M ／D
に記載した。

・再度説明し、PDM 評価
５項目をM／Dに添付
した。ANNEX 6
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（2）他の協力と
のかかわり

1）日本の協
力

2）他国・機
関の協力

（3）R ／D の説
明

（4）次の調査団
の派遣時期

（5）使用言語

（6）専 門 家 特
権・免除

・訓練センターの訓練用機材が最新
のものでないので、就職後、発電
所等の設備に対応できないという
問題がある。

・開発調査
全国電力開発計画調査
（1995.5）
有償資金協力
・フーミー火力発電所建設
・ファライ火力発電所建設
・ハムトゥアン・ダーミー
水力発電所

・In Service Training School に世
界銀行のローン（300 万ドル）で研
修用機材を購入（2000 年 6 月）予
定。

・世銀、アジア開発銀行は電力セク
ターに対し、送配電線網の改修、
拡充を主に支援している。

・英語を原則とする旨説明した。
・必要があれば、ヴィエトナム語通
訳をヴィエトナム側が用意する旨
説明した。これに対し、ヴィエト
ナム側からは、プロジェクト開始
までにC ／ P 予定者に対し、英語
研修を行う旨説明があった。

　日本・ヴィエトナム間では技術協
力協定が締結されている

・左記について現状を確
認する。

・R ／D の項目について
説明する。

・プロジェクト協力の詳
細を協議するために、
短期調査を実施する旨
説明する。

・左記を確認する。

・技術協力協定に基づく
特権免除につきヴィエ
トナム側の了解を得
て、その旨M ／D に記
載する。

協議結果対処方針基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

・2000 年3 月ごろに購入
メーカー等は決定の予
定。機材運用の研修等
は含まれないことを確
認した。

・送配電網の改修、拡充
についてはごく限られ
た機器の運用について
のみ研修を行ってお
り、総合的な研修は
行っていないことを確
認した。

・今回説明を行わなかっ
た。

・2000 年3 月ごろに短期
調査を派遣する旨、説
明した。

・左記を確認し、M ／D
に記載した。

・C／P予定者に対し、事
前に英語研修を行う
旨、再度説明があっ
た。

・左記を確認し、M ／D
に記載した。
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（7）専門家の生
活環境

・今後調査する。

協議結果対処方針基礎調査結果、現状及び問題点等調査項目

・（食品、生活用品）
割高ではあるが、日
本製品の購入は可
能。

（治安）
特に問題なし。

（教育）
生徒数 60 名ほどの
日本人学校がある。
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4.  技術移転分野の現状と課題

今回、プロジェクトの実施候補地として、EVN 所管の Secondary　Electrical　Vocational　

SchoolNo.1 と In　Service　Training　School　を視察調査した。

また、Pha　Lai　No.1 火力発電所、Hoa　Bihn 水力発電所、および隣接する 500kV 変電所を

視察し、ヴィエトナム側の電力設備の運用と保守の状況を把握した。

4 － 1　電気技術者のトレーニングの現状

（1）EVN における電気技術者のトレーニング

EVN 技術職員は大学を卒業したエンジニア、高校卒業後に訓練学校で教育を受けた中級技

術者、そして熟練作業員（ワーカー）の 3 グループに区別される。いくつもの大学を卒業する

という日本ではまれなケースもあるが、EVN の業務そのものについてのトレーニングはいず

れのグループもOJT が中心であり、技術分野によって差があるものの日本の電力会社のよう

なしっかりとした体系の教育システムや教材はない。

（2）訓練学校の現状

調査団は基礎調査報告を踏まえたうえで、電気技術者を養成するための訓練学校であるSec-

ondary Electrical Vocational School No.1 と In-service Training School を訪ね、現在行わ

れている教育内容やそのレベルについて調査を行った。

1） Secondary Electrical Vocational School No.1

ハノイ北方約 40km に位置し、ハノイ中心から車で約 45 分で到着した。学校周辺は田畑が

広がる農村である。

建物は 30 年以上が経過し、老朽化している。図書館には新しい本は全くなく、かなり古

い旧ソ連の資料が多くあったが、使われている様子はない。実習設備は基礎調査報告のとお

りかなり古く、電動機、電気回路、保護リレー、開閉器等 30 ～ 40 年前のものが申し訳程度

にあるに過ぎず、これらを使って新技術の習得をすることはできないと思われる。実習は配

属後の現場での OJT に頼っていると推定する。

毎年、選抜にて高卒 300 人程度（短大卒以上はいない）が入学する。教育期間は 2 年半（5

学期）であるが、2 年に短縮する検討をしている。教育の技術レベルとしては、ワーカーと

エンジニアの間をめざしている。現在は電力システムコースのみが開講されており、内容は

発電（火力、水力）、送電、配電を含んでいる。その知識レベルは、入手した基礎電気理論と

電気機械のテキストから判断すると、日本における高等専門学校程度と思われる。テキスト
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は、教師が作成したものを印刷し生徒に配布したものを基に授業が進められている。

卒業者の 70 ～ 80％は EVN の直轄企業に就職するが、ワーカーになる人もいるし、技術者

になる人もいる。また、卒業者は "Secondary Technical Staff" と呼ばれ、政府が決めてい

るワーカーレベル（1 から 7 まであり、数値が大きい方が高度である）は正式認定ではない

が 2 相当である。

また、この学校では EVN 就職後の再教育を行うことが多い。その内容には、マネージメ

ントのほか、Power Company No.1 の要求に基づき専門教育を実施することもある。その期

間は要求により 2 週間から 3 か月間と幅がある。

学校の先生の条件としては、大卒であり、EVN における実務経験が必要である。現在の先

生の経験年数は 7 年から数十年である。

2）In-service Training School

In service Training School は、ハノイ西部に位置し、中心部からは車で約 15 分ほどであ

る。学校の周辺の街並みはハノイ中心部と同じくらい整備されており、面している大通りは

車やバイクの行き来が非常に多い。

1993 年に完成した学校の建物は立派である。受電設備 800kVA であり、水道はハノイより

供給されており、排水にはハノイ市内の排水システムを使っている。この建物は旧ソビエト

の協力により設計し、89 年からヴィエトナムの費用により建設した。ヴィエトナム独自の設

計により建設したのは、現在建設中の寮だけである。

教育機材は基礎調査報告のとおり全くなく、教室機能だけである。図書館はあるが本はな

く、EVN から参考書などの教材がほしいとの要望があった。また、2000 年 6 月～ 8 月に世

銀から導入予定の機材の使い方を教えてほしいとの要望もあった。

現在、同学校には 7 人の先生がいるが、行われている教育には定期的なものはなく、希望

に応じて開設されるコースのみである。教育計画は年度ごとに作成し、予算は Power Com-

pany No.1 を通してEVN に申請し、教育コース終了後、生徒の属する機関と受講料を精算す

る。

今後のワーカーとエンジニアのカリキュラムとして、オーストラリアコンサルタント会社

より提供されたモジュール案があるが、これをどのように取り扱うかは未定である。

3） 両学校の統合について

EVN の人材育成計画の中で、教育機関の一本化、教師のレベル向上、学校施設の改善を目

的として、Secondary Electrical Vocational School No.1 と In Service Training School の

両校を統合する予定である。

統合後のカリキュラムについては、まだ決まっていない。
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4 － 2　技術分野の現状

（1）Pha Lai　No.1 火力発電所（110MW × 4 基）

1983 年から 1986 年に運転を開始した石炭火力発電所で、2B1T 方式、2 ユニットごとのBT

制御監視室と発電所全体の中央制御室で構成され、勤務形態は 5 直 3 交代（週休 2 日制が導入

されたため）、1 シフト 20 名程度の当直要員で編成されている。

総職員は 600 人であることから、保守担当者など 4 年ごとに行う総合修理（定期点検）に合

わせた要員を確保していると思われる。

現場でのOJT は、配管・煙風道等の系統図集、運転マニュアル、事故対応マニュアルがあ

り、それによって教育がなされている。しかし、運転員は運転開始後職種の変更が伴ってい

ないことから、経験豊富ではあるが、Pha Lai　No.2 の運転員への異動後の補充などで、新人

が配属された場合に、効果的な教育方法を準備すべきではないかと思われる。

なお、設備の保守管理はほぼ行き届いているものの、部品の供給が乏しいようで、1 号機は

空気予熱器及び節炭器の不具合により 80MW に負荷制限されている。

また、電気集塵器の性能が悪く、排煙中の煤塵の飛散ははなはだしい。

（2）Hoa　Bihn 水力発電所（240MW × 8 基）

洪水対策、発電、灌漑、水上輸送の改善（流量確保）を目的として、旧ソ連の援助で建設さ

れた多目的ダムで、発電量はヴィエトナム全発電量の 4 割を占めている。

また、この発電所でヴィエトナム全土の周波数調整（50 ± .5Hz）を行っており、周波数変

動を見ていても比較的安定している。制御系設備の更新の間隔は、12 ～ 13 年で実施すると

いっており、現在、2 ユニットが旧ソ連製から西欧製に更新されていた。更新は予防保全の観

点から計画され、EVN の承認後ODA によって実施されている。

発電機本体・水車など主要機器は、外観から判断して保守管理は行き届いている。

Hoa　Bihn 水力発電所の職員は、採用後小水力発電所で教育を受けた後、ここに配属され

る。なお、現在ロシア人技術者の駐在はない。

（3）500kV 変電所

1994 年に完成した設備で、近代的な施設である。当直は 2 名で監視しており、デジタルの

保護装置と簡単な SCADA も設置されていた。

4 － 3　協力の必要性

ヴィエトナムの電力施設は、旧ソ連など旧社会主義国による技術援助により開発・運用されて

きたが、近年の電力需要の急激な増加に対応するため、発電設備を中心に新たな設備の導入が計
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画されている。このため、旧設備と最新設備の技術的格差があまりにも大きく、現場職員及び新

規採用する職員の実践教育に強い不安感を持っているのが現状である。また、教育資料なども、数

十年前のロシア語の蔵書が多く、最新の英語のものは皆無といってよい。

したがって、教育計画を体系的につくり上げ、短期間に効果的に教育を実施する体制をつくり

上げることを望んでいる。

300 万ドルの世銀機材が導入される In　Service　Training　School において、その機材に加

え、教育計画に合わせた機材を日本側から付加することによって、効果的に電力技術者が養成で

きると思われる。今回のプロジェクトにおいて、派遣される専門家と C ／ P が、意思疎通を十分

に図りながら、ヴィエトナム側に最適な教育計画を策定すべきである。

4 － 4　EVN 人材育成計画

基礎調査時に EVN において、1999 年 6 月末を目処に人材育成計画を立案していることが判明

した。遅れてではあるが、9 月末にEVN 内で承認された人材育成計画案が JICA に提出された。今

回の調査時点では、工業省での正式の承認を待っている段階であった。

（1）概要

EVN の訓練学校が抱えている数々の問題点について指摘している。まず、教員の問題とし

て、数が少なく、質に差があること、教員へのトレーニングがなく、また最新技術用のトレー

ニングがないことなどがあげられている。また、設備的な問題として図書館、テキスト等の

不足、実習用の設備が古く、十分でないことなどが記されている。これらの問題は、資金不

足が主な原因であるが、EVN が各訓練学校を直轄していないため、資金が分散し、効果的な

計画が立てられず、投資が十分でなかったことも大きな原因として指摘されている。

これに加えて、各訓練学校が独自に教育を行っているので、トレーニングプログラムが統

一されていない、訓練学校間の情報・経験の交換の場がないなどの問題も生じていると指摘

している。また各訓練学校は電力セクター全体に、卒業生を労働力として供給しているにも

かかわらず、それらの学校は EVN の下の Power Company が運営しており、電力事業を総括

している EVN が直接かかわっていないことが、様々な問題の原因とされている。

上述の問題の解決策として、EVN は各訓練学校をEVN の直轄とし、統合することを提案し

ている。

北部の学校に関しては、Power Company 1 に属する 4 つの学校をEVN の直轄とし、2 校に

統合する。具体的には、In-service Training School と Secondary Electrical  Vocational

School No.1　を統合し、Secondary Electrical Training School No.1 とする。またTraining

School for Electric-Mechanics と Power Equipment Manufacturing Company を統合し、名
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称を Training School for  Electr ical  Techniques とする。Secondary Electr ical  Training

School No.1 は EVN の人材育成の中核的役割を果たし、将来、カレッジへ昇格される予定で

ある。

（2）プロジェクトとの関連性

まず本プロジェクトの実施機関は EVN であり、運営管理の観点からも、プロジェクトサイ

トの In-service Training School が、EVN の直轄となることは、プロジェクト開始の前提条

件である。In-service Training School が Power Company に所属した状態では、人事配置等

も困難であると EVN 側からも説明があった。また In service Training School と　Second-

ary Electrical Vocational School を統合することで、教員の数を増やし、本プロジェクトの

C ／ P 候補も増えることになるとも説明があった。工業省で人材育成計画が正式に承認され

次第、各訓練学校が EVN の直轄となり計画が進められる予定であり、早急に承認されること

が望まれる。

プロジェクトサイトの決定が本調査団の重要協議事項の 1 つであった。人材育成計画の中

で、In-service Training School は Secondary Electrical Vocational School No.1 と統合され、

Secondary Electrical Training School No.1 と改称し、中核的役割を担うと掲げられている

ことからも、本プロジェクトのサイト地に適していることを確認し、In-service Training

School をプロジェクトサイト地とすることで合意した。

一方、本プロジェクトは、プロジェクトサイト予定地である In-service Training School を

カレッジに昇格するためのアカデミックな協力ではなく、電力事業に必要な実務を教えるこ

とのできるインストラクターを養成するための協力であることを確認した。カレッジ昇格へ

のスケジュールとは別個に、プロジェクトを実施することとなる。

プロジェクトサイト地の In-service Training School が各学校の中心的役割を果たしていく

ことからも、工業省での承認も含めて、これからのEVN 人材育成計画の進捗状況に細心の注

意を払っていく必要がある。
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5.  団長所感

（1）技術協力の妥当性

ヴィエトナム国内の需要電力は1991 年～ 1998 年度実績で年平均12.2％で推移し 2010 年まで

の需要見込みでも 11.5％～ 12.8％の高い伸び率を予測している。市場経済化により増大する需

要に対応するため同じく 2010 年までに設備容量を 3 倍以上に拡充するとしている。現在 6 か所

の訓練学校において年間 2000 名が訓練を受けているが新規に導入される設備機材への保守及び

維持管理への職員訓練が大きな課題となっている。

特に電力を統括する電力公社（Electricity of Vietnam；EVN）は、その対応のため人材育成

計画を作成し、訓練学校の再編成を含めた組織改革を行い、新たなる職員訓練を最重要課題と

して策定している。この計画遂行のためENV は世界銀行（World Bank） から 900 万ドル（3 か

所の訓練学校に各 300 万ドル）を借入し基礎的な訓練機材導入を進めている。しかしながら既

存及び新規に導入する近代設備に対応する人材を早急に確保する観点から、特に日本独自の電

力会社で行われている社員教育、人材育成のノウハウを本計画に盛り込むことを期待している。

EVN の人材育成計画は、その機構改革も含め 2000 年から行うとしており、本プロジェクトを

人材育成の柱と考えていることから、日本政府がプロジェクト方式技術協力によりヴィエトナ

ムの電力技術者育成計画に協力する意義は深いものと思料される。

（2）留意事項及び提言

本件を実施するうえで以下の 3 点に留意する必要がある。

その 1 として、EVN での基礎教育機材として世界銀行から 2000 年に導入される教育機材を有

効活用するため、本件プロジェクトにより長期に派遣される専門家が、それらの機材を確認し、

その利用を生かした形でカリキュラム編成を考察し、重複を避けたうえ、講師育成のための訓

練機材を選別することが望ましい。

その 2 として、本件の協力分野は火力発電、配電、変電、水力発電、送電の 5 分野が対象とな

るが、アカデミックな電力知識ではなく、電力事業に必要とされる実用的な技術の移転を目的

とすべきである。

最後に、EVN は人材育成計画に基づき本件を実施してていく観点から、既存訓練所の統廃合

を実施するなどの公式な手続きが整理された時点からの日本の協力が無駄がなく有効的である

として、本プロジェクトの開始時期を 2000 年度第 4 四半期とすることを望んでいる。





付　属　資　料

資料 1　協議議事録（Minutes of Discussions；M ／ D）

資料 2　人材育成計画

資料 3　各学校統合後の EVN 組織図

資料 4　In Service Training School パンフレット

資料 5　削減予定の世銀機材リスト
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